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評
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度

外
部
評

提言・今後の改善

1
育成人材像に沿った修
業年限分のカリキュラ
ムが編成されている

2
教育到達レベルは理念
等に適合しているか。

3

資格取得を目指す学科
では、取得の意義及び
取得指導・支援体制を
明確にしているか。

1

各目標に照らし、講
義・演習・実習等、適
切な授業形態を配して
いるか。

2

カリキュラムについて
外部関係者の意見聴取
を行い、作成に反映し
ているか。

3

インターンシップ、臨
床実習等、職業教育の
実施が体系的に位置づ
けられているか。

4

企業・医療福祉施設等
での事業所実習、職場
実習を実施している
か。

5

職業実践教育の視点
で、講義・演習・実習
等を適切に配分してい
るか。

〇

・すべての科が文科省の「職業実践専門課
程」の認定を受けている。
・カリキュラム編成は社会状況、学生実態を
もとに改善を重ねているほか、教育課程編成
委員会や実習指導者、関連機関から出された
提言を踏まえ見直しを行っている。
・コロナ禍の影響を受け、実習先の確保に苦
慮しているが、歯科衛生士科、医薬サポート
科ともに診療所や店舗等の理解、協力を得て
実施できている。医薬サポート科医薬品スペ
シャリストコースはデュアルエデュケーショ
ンとして、ドラッグストアで月80時間のｲﾝﾀｰ
ﾝｼｯﾌﾟを実施しており、終了後は自己評価と企
業評価のすり合わせを行っている。歯科衛生
士科も臨地実習を行い、医療職への自覚を深
めた。ICTｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ科はｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟがコロナ
禍により、受け入れが整わない状況が続いて
いる。
各科ではテーマ設定や発表形態に工夫を凝ら
し、卒業研究発表会等の実施により、学修成
果を示した。
・専門分野以外にもEQアセスメント、ビジネ
ス実務など、社会人としての基本を修得する
授業を展開し、人間力育成にも力を入れてい
る。
・学生による授業評価、アンケートを実施し
ている。結果は教員にフィードバックされる
ほか、GPA評価を交え、授業改善に向けた検
証を行っている。

教
育
方
法
・
評
価

A

A

・教育課程編成委員会等における関係者の提言がカ
リキュラムにも反映されるよう、外部講師を含めて
実際に授業を担当する教員が、学生理解を基盤とし
て論議する機会が持てるよう努めていく。
・文部科学省「職業実践専門課程」全科認定の継続
を目指す。
・各科それぞれ関係機関との協力により、実習先の
確保や指導者との連携に努め、育成人材像を共有し
ていく。また専門士としての職業的使命感が醸成さ
れるよう、客観的自己理解にもとづいたキャリアプ
ランニングを支援する。
・教職員の専門性向上に向け、高度資格の取得や研
修参加を積極的に支援するとともに。教員間、講師
陣の情報共有の仕組みを工夫する。
・新任者の職務遂行力の定着と向上に向け、研修体
制、指導体系の改善と確立を図る。
・教員の自己啓発のための支援体制について、時間
的な確保に配慮が必要ではないか。
・オンライン授業のノウハウを学習ツールや広報
ツールとしての活用を図る。また可能なコース、授
業はレベルや習熟度に応じた学習システムについて
研究を重ねる。
・現場で生きる専門力を高めるには自信を持って臨
める分野、言語、スキルを持っていた方がよい。と
りわけ変化スピードが速い業界では、素早い対応、
応用が可能な基礎力が身につくカリキュラムを充実
させる必要がある。

総　　　　括

キャリア形成、職業実践の視点に立った教育活動に力点を置き、企
業、事業所、関係機関との連携による実習を展開している。各科が
行う卒業研究等の成果発表はコロナ禍に伴う縮小や変更はあるもの
の、制約をカバーする取組の工夫やテーマの設定が行われ、従来と
変わらない活動が継続された。実習や資格、検定も計画通りに進ま
ない中、これまでの経験を生かし、一定の実績を残した。また、実
習科目だけでなく就職活動や実社会で有効となるコミュニケーショ
ン力や人間力養成を期しているが、指導体制の再構築が必要となっ
ている。そのほか、授業のＤＸ化等専門力を高めるカリキュラム開
発が求められている。

基　　　　本　　　　方　　　　針

目
標
設
定

（１）学園の教育理念にもとづいて、各科、学年における目標を明確に示し、指導体制を確立す
る。
（２）より質の高い教育を展開するために外部関係者とも協議を重ね、社会ニーズ、学生ニーズに
応えるカリキュラムを編成する。
（３）各学科に関連する分野との緊密な連携により、実践的な職業教育を実施する。
（４）資格取得支援、就職支援、教育活動全般をとおして、様々なキャリア形成の支援を行う。
（５）学生一人一人の自己理解、キャリアプランニング能力を高める教育活動を展開する。
（６）教員の専門性、指導力を高めるための研修計画、支援体制を拡充していく。

評価の観点

・教育理念、育成人
材像等に沿った教育
課程の編成等が策定
されているか。
・学科ごと修業年限
に対応した教育到達
レベルが明確になっ
ているか。

A

評価の項目

〇A

・教育目標に沿った
カリキュラムが学科
ごとに体系的に編成
されているか。
・関連分野の企業、
施設等との連携によ
り、カリキュラムの
検証、見直しが行わ
れているか。
・キャリア教育、職
業実践教育の視点に
立った教育内容、教
育方法、教材等の工
夫がなされている
か。
・学習指導の充実、
授業の改善が図られ
ているか。

 ３ 教育活動



取組状況
自
己
評

実
施
度

外
部
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提言・今後の改善評価の観点 評価の項目

6

授業評価を実施する体
制を整えているか。

7
授業評価結果がフィー
ドバックされ、活用さ
れているか。

8

自己理解を深め、コ
ミュニケーション能力
の向上に向けたカリ
キュラムが設定されて
いるか。

1
各科目のシラバス、授
業計画を作成し、学生
に提示しているか。

2

学生一人一人の成果、
到達度を図るための発
表機会等を確保してい
るか。

1
取得目標とする資格の
内容、意義について明
確にしているか。

2
資格取得に関連する授
業科目、講座開設など
を明確にしているか。

1

関連分野における専門
性や業界との連携力に
優れた教員を確保して
いるか。

教
員
・
教
員
組
織

・人材育成目標の実
現に適う資格、要件
を備えた教員を確保
しているか。
・教員の資質向上に
向けた取組が行われ
ているか。
・教員の組織体制を
整備しているか。

B 〇

・授業時数、単位数
を明確にし、成績評
価、単位認定の基準
を適切に運用してい
るか。
・実習等の成果を把
握しているか。

B 〇

・学生には学習の手引き、シラバス等で授業
内容ほか成績評価、単位認定の基準を明示す
るとともに、各科成績・卒業判定会議を実施
し、客観性、統一性を確保している。
・資格取得は長期休業を利用した特別講習な
ど全員合格に向けた指導体制を整えている。
・教員は経験年数に応じ計画に沿って研修参
加し、教務会及び復命書等において必要な報
告、情報共有を行っている。
・教職員には定期の考課面談とう評価を実施
している。
・年度末に新年度の役務分担を発表し、職務
組織と分担を明示している。
・授業の質向上や指導の統一性に向け、年度
当初に外部講師会議を開催している。

・社会に貢献できる
職業人としての人格
形成に資する教育が
展開されているか。

A

A

・教育課程編成委員会等における関係者の提言がカ
リキュラムにも反映されるよう、外部講師を含めて
実際に授業を担当する教員が、学生理解を基盤とし
て論議する機会が持てるよう努めていく。
・文部科学省「職業実践専門課程」全科認定の継続
を目指す。
・各科それぞれ関係機関との協力により、実習先の
確保や指導者との連携に努め、育成人材像を共有し
ていく。また専門士としての職業的使命感が醸成さ
れるよう、客観的自己理解にもとづいたキャリアプ
ランニングを支援する。
・教職員の専門性向上に向け、高度資格の取得や研
修参加を積極的に支援するとともに。教員間、講師
陣の情報共有の仕組みを工夫する。
・新任者の職務遂行力の定着と向上に向け、研修体
制、指導体系の改善と確立を図る。
・教員の自己啓発のための支援体制について、時間
的な確保に配慮が必要ではないか。
・オンライン授業のノウハウを学習ツールや広報
ツールとしての活用を図る。また可能なコース、授
業はレベルや習熟度に応じた学習システムについて
研究を重ねる。
・現場で生きる専門力を高めるには自信を持って臨
める分野、言語、スキルを持っていた方がよい。と
りわけ変化スピードが速い業界では、素早い対応、
応用が可能な基礎力が身につくカリキュラムを充実
させる必要がある。

A

A

〇

〇A

単
位
認
定
・
評
価

教
育
方
法
・
評
価

指
導
体
制

・目標とする資格が
カリキュラムに位置
づけられているか。
・資格取得の指導体
制は整備されている
か。

B



取組状況
自
己
評
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施
度
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提言・今後の改善評価の観点 評価の項目

2

専門性や指導力を把握
し、向上させるための
職場内研修を充実させ
ているか。

3

専門性や指導力向上に
向けた外部研修派遣、
自己啓発に対する時間
的・財政的な支援を
行っているか。

4
教職員の組織体制、業
務分担を明確に定めて
いるか。

5
専任・兼任（非常勤）
教員間の連携・協力体
制を構築しているか。

教
員
・
教
員
組
織

・人材育成目標の実
現に適う資格、要件
を備えた教員を確保
しているか。
・教員の資質向上に
向けた取組が行われ
ているか。
・教員の組織体制を
整備しているか。

B 〇

・学生には学習の手引き、シラバス等で授業
内容ほか成績評価、単位認定の基準を明示す
るとともに、各科成績・卒業判定会議を実施
し、客観性、統一性を確保している。
・資格取得は長期休業を利用した特別講習な
ど全員合格に向けた指導体制を整えている。
・教員は経験年数に応じ計画に沿って研修参
加し、教務会及び復命書等において必要な報
告、情報共有を行っている。
・教職員には定期の考課面談とう評価を実施
している。
・年度末に新年度の役務分担を発表し、職務
組織と分担を明示している。
・授業の質向上や指導の統一性に向け、年度
当初に外部講師会議を開催している。

・教育課程編成委員会等における関係者の提言がカ
リキュラムにも反映されるよう、外部講師を含めて
実際に授業を担当する教員が、学生理解を基盤とし
て論議する機会が持てるよう努めていく。
・文部科学省「職業実践専門課程」全科認定の継続
を目指す。
・各科それぞれ関係機関との協力により、実習先の
確保や指導者との連携に努め、育成人材像を共有し
ていく。また専門士としての職業的使命感が醸成さ
れるよう、客観的自己理解にもとづいたキャリアプ
ランニングを支援する。
・教職員の専門性向上に向け、高度資格の取得や研
修参加を積極的に支援するとともに。教員間、講師
陣の情報共有の仕組みを工夫する。
・新任者の職務遂行力の定着と向上に向け、研修体
制、指導体系の改善と確立を図る。
・教員の自己啓発のための支援体制について、時間
的な確保に配慮が必要ではないか。
・オンライン授業のノウハウを学習ツールや広報
ツールとしての活用を図る。また可能なコース、授
業はレベルや習熟度に応じた学習システムについて
研究を重ねる。
・現場で生きる専門力を高めるには自信を持って臨
める分野、言語、スキルを持っていた方がよい。と
りわけ変化スピードが速い業界では、素早い対応、
応用が可能な基礎力が身につくカリキュラムを充実
させる必要がある。

A


